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専門日本語研修（文化・学術専門家）

申請書略号：KC-G
担当：�関西国際センター教育事業チーム

研修内容
研修期間中に自主的に専門家へのインタビューや関連機関への訪問を企画したり、専門資料の
収集と読解などを経験しながら、情報の交換・収集・発信のための日本語スキルの習得を目指
します。教室内で日本語を学ぶだけでなく、専門活動に集中する期間も設定されているので、 
参加者は明確なテーマを持って自主的に計画を立てて活動することが求められます。研修の最後 
には、日本語学習及び専門活動の成果として、自身の研究テーマについて報告する発表会が 
あります。

実施期間
2025 年 10 月上旬～ 2026 年３月下旬

申請資格
申請者は 1 ～�までの要件を全て満たしている必要があります。
1 �自己の専門業務又は専門の研究活動を遂行する上で日本語能力を必要としており、次のア又

はイに該当する者。
ア	申請時点及び研修開始時点において、日本以外の国・地域の所属機関と雇用関係にあり、

帰国後も当該機関に引き続き勤務することが予定されている者であって、次の（ア）～（エ）
のいずれかに該当する者。

（ア）	大学・研究所等の高等教育機関又は研究機関において教員（講師、助手等）、研究員
等の身分を有して研究活動を行っている者。

（イ）	公的機関（官庁、シンクタンク等を含む）において専門的な研究業務に従事してい
る者。

（ウ）	高等教育機関・研究機関、文化交流機関又は公共図書館等において常勤で司書の業務 
に従事している者。

（エ）	博物館・美術館等において常勤で学芸員等の業務に従事している者又は定期的に美術 
展等の企画に携わる者で、日本を含む国際交流業務に携わる者。

専門業務及び研究活動を円滑に遂行する上で日本語能力を必要とする専門家
（研究者、大学院生、図書館司書、博物館・美術館学芸員等）の日本語学習を
支援するため、JF 関西国際センターにおいて、実用的な日本語を学び、それを 
各自の研究や専門業務に関連した専門活動の中で実際に使いながら、日本語
能力を高める研修を行います（令和７年度は６か月のコースのみ）。
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イ	申請時点及び研修開始時点において、日本以外の国・地域で大学院修士課程若しくは博士 
課程に正規生として在籍し（学位取得資格がない聴講生・研究生等は除く）、日本に関係
のある内容で修士論文又は博士論文を執筆する予定であること。

	 なお、卒業時に修士号を取得できる大学の大学生の場合、2024 年 12 月３日時点で、最終 
学年に在籍し満 22 歳以上であれば、この要件に該当するものとみなす。

2 �本研修参加に関し、所属機関の責任者の了承が得られること。
3 �研究分野が、日本をその対象に含む社会科学又は人文科学であること。ただし、自然科学や

応用科学との学際分野を含む。
4 �日本に関連する明確な研究テーマ又は活動テーマを持ちその成果を発表する予定があること。
5 �日本と国交のある国の国籍を有すること。※台湾の方も申請可能です。
6 �日本の義務教育を３年以上受けていないこと。
7 �心身ともに研修プログラムへの参加に支障がない状態であること。
8 �申請時点で日本語能力試験Ｎ４または旧日本語能力試験３級程度以上の日本語能力、JF 日

本語教育スタンダードではＡ２レベル程度以上の日本語能力を有していること（日本語能力
試験の各レベルの認定の目安は日本語能力試験公式ウェブサイトの「Ｎ１～Ｎ５：認定の目
安」https://www.jlpt.jp/about/levelsummary.html を、JF 日本語教育スタンダードに
ついては https://www.jfstandard.jpf.go.jp を参照）。

9 �研修期間中に日本の教育機関への留学、他の日本で行われる研修への参加又は日本での就労
若しくは他の滞在目的活動を行う予定がないこと。

研修場所
JF 関西国際センター（大阪府泉南郡田尻町）

支給内容
1 �参加者全員に支給するもの

ア	宿舎（関西国際センター内宿泊施設）
イ	全員で行う活動（講義、文化体験、外部機関訪問など）
ウ	平日分食費（定額食堂ポイント）
エ	国民健康保険及び海外旅行保険（補償額上限あり）
オ	自主研究活動経費支援（宿泊費や交通費など）
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2 �付録（p. 65~66）表中の の国籍を有し、申請時点及び研修開始時点に居住する 
参加者に支給するもの
上記ア～オに加え、以下カ～ケを JF が負担します（ただし、中国・香港の英国 BNO 旅券
及び香港 SAR 旅券保持者、中国・マカオのマカオ SAR 旅券保持者については、参加者本人
の負担となります）。
カ	往復航空券（エコノミークラス割引運賃、居住地最寄り国際空港発着）
キ	出国税・空港利用税
ク	休日分食費（食堂ポイント及び現金）
ケ	研修補助費（プリペイド IC カード）

採用実績（参考）
採用 10 名／応募 61 名（令和６年度）６カ月コース

選考方針
1 �全プログラム共通の選考方針は p. 2 をご覧ください。
2 �本プログラム固有の指標は以下の通りです。
日本語研修の必要性及び申請者の専門日本語能力習得の可能性、専門性の高さ、研修参加に
より期待できる効果・波及効果、専門家としての将来性等

※�なお、過去に、JF が実施する職務や研究のための日本語研修（「専門日本語研修（文化・学術 
専門家）」や「海外日本語教師研修」など）に参加した者については優先度が下がります。

申請締切
2024 年 12 月３日 13 時（日本時間）（公募申請サイト）

結果通知
2025 年４月下旬

備考
1 �この研修は、研究活動や専門業務に必要な日本語能力を養成するものであり、各専門分野の

教育を行うものではありません。
2 �全ての授業に参加する必要があります。
3 �研修中は原則として JF が提供する宿舎に滞在する必要があります。
4 �JF が指定する日本国大使館または総領事館で、指定するビザの発給を受けて参加いただきま

す。発給公館は申請書記載の住所または居住地最寄りの公館を基本としますが、事情により 
他公館での発給を希望する場合は前広に相談してください。
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